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一 ひとり親家庭に対する経済的支援 

１ 児童扶養手当について、子が大学・専修学校等に進学する場合、定時制高

校に通う場合など、卒業時まで支給を継続するよう制度の拡充を国に働きか

けていただきたい。また、児童育成手当についても、同様に、卒業時まで支

給を継続するよう拡充していただきたい。 

2  不登校の状態にある子どもが増加し、サポート校などの利用が広がってい

ます。ひとり親家庭にとってはそれでなくても教育にかかる支出は重い負担

ですので、「フリースクール等利用者支援事業（助成金）」の拡充など、安心

して教育を受けさせられるよう検討していただきたい。 

 

二 ひとり親家庭が安心して暮らせる住まいの確保と子育てに対する支援 

１ 東京都住宅供給公社の家賃割引「こどもすくすく割」の減免期間を延長し

ていただきたい。 

２ 母子施設入所のハードルを今より低くし、ひとり親家庭支援に有効活用す

ることを検討していただきたい。 

３ ひとり親家庭にとって子どものケガや病気、親の傷病は、日常生活を危う

くするリスクであり、就業継続を難しくしたり、ヤングケアラーにつながっ

たりと様々な影響が生じます。それらに備える安心の仕組みが必要なことか

ら、(1)病児・病後児保育の実施個所の拡充を始め、(2)シッターやホームヘ

ルパーを利用する仕組みの充実、(3)夜間にも診療を受けやすい体制の確保な

どに努めていただきたい。 

 

三 ひとり親家庭の就労に対する支援 

１ ITスキル、語学、医療、福祉などのニーズの高い資格取得やスキルアップ

に対する経済的支援を一層拡充していただきたい。 

２ 零細企業でもリモートワークが導入できるよう、「テレワークトータルサポ

ート助成金」による零細企業への支援を更に改善するなどの方策を検討して

いただきたい。 

３ ひとり親対象の助成金（特定求職者雇用開発助成金）の対象枠を、現行 20

歳未満の子を扶養している親から、23歳未満の子を扶養している親に拡大す

るよう国に働きかけていただきたい。 



４ ひとり親の雇用促進の普及啓発を強化し、自治体や民間事業所に対して、 

ひとり親の雇用拡大及び正社員化に協力するよう周知していただきたい。 

また、ひとり親が働きやすい環境の整備と啓発を促進していただきたい。 

 

四 ひとり親家庭の母子・父子の相談窓口の充実 

１ 失踪やＤＶ、係争中などによる事実上のひとり親状態についても、地域で

孤立させないよう相談支援・情報提供するとともに、生活実態を踏まえ、支

援の必要性に即して適切な支援が受けられるよう対応していただきたい。 

２ 身近な地域で、ファイナンシャルプランナーによる離婚後の生活設計や長

期的なライフキャリアプラン作成の支援を受ける機会が得られるよう、相談

窓口を充実していただきたい。 

 

五 公共的施設等における自動販売機の設置拡大 

１ 東京都及び東京都の政策連携団体等が管理する公共的施設内で、東京都ひ

とり親家庭福祉協議会が許可を受け設置している飲料の自動販売機の設置台

数が維持、拡大されるよう努めていただきたい。 

２ 区市町村及び関係団体に対して、それぞれが運営する公共的施設の自動販

売機の割振りの際には、地区のひとり親の会（地区会）が、１台でも多く設

置運営できるよう働きかけていただきたい。 

３ 都内の民間事業者に対して、それぞれが管理する事業所等に東京都ひとり

親家庭福祉協議会及び地区会による自動販売機の設置運営を認めるよう必要

な協力を求めていただきたい。 

 


